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（平成 30 年（う）第 540 号　建造物侵入，窃盗，特殊開錠用具の
所持の禁止等に関する法律違反被告事件）























頁以下，216 頁，宇藤崇「判批」『平成 20 年度重要判例解説』（有斐閣，2009 年）208
頁以下，210 頁，鹿野伸二「判解」『最高裁判所判例解説刑事篇平成 20 年度』（法曹会，
2012 年）289 頁以下，320 頁（注 16），川出敏裕『判例講座刑事訴訟法〔捜査・証拠篇〕』
（立花書房，2016 年）171 頁等。
（２） 　河上和雄ほか編『大コンメンタール刑事訴訟法〔第二版〕第４巻〈第 189 条～第 246
条〉』（青林書院，2012 年）579 頁［池上政幸＝河村博執筆］，松尾浩也監修『条解刑事
訴訟法〔第４版増補版〕』（弘文堂，2016 年）211 頁。
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（1）　ごみの領置に至る経緯











































235 条）等で起訴された。東京地判平成 30 年２月 23 日判時 2424 号 139 頁（参
考）は，本件事件についての罪となるべき事実として，
被告人は
「金品窃取の目的で，平成 28 年５月 15 日頃，Ｕ短期大学理事長Ｖが看守する
さいたま市・・・所在の同短期大学キャンパス本館内に，無施錠の５階非常






























研修 845 号（2018 年）19 頁以下，浅葉義浩「判批」警察公論 74 巻４号（2019 年）87
頁以下，金子章「判批」法学教室 466 号（2019 年）127 頁，是木誠「判批」警察学論
集 72 巻７号（2019 年）151 頁以下，山田峻悠「判批」法学新報 126 巻９＝ 10 号（2020
年）197 頁以下，小浦美保「判批」『新・判例解説Watch 26 号』（日本評論社，2020 年）
197 頁以下，松代剛枝「判批」『令和元年度重要判例解説』（有斐閣，2020 年）164 頁以
下，川島享祐「判批」刑事法ジャーナル 66 号（2020 年）122 頁以下。また，本判決に
言及する近時の文献として，髙村紳「公共空間におけるプライバシー侵害を伴う捜査
手法の適法性判断枠組みの再検討－日米におけるごみの押収事例を中心として－」中
央学院大学法学論叢 34 巻１号（2020 年）35 頁以下，粟田知穂「令状によらない証拠




















ごみの捜査を行う 必要性  について見ると，・・・被告人は，平












広島法科大学院論集　第 17 号（2021 年）－ 273


























































































コンメンタール刑事訴訟法〔第二版〕第２巻〈第 57 条～第 127 条〉』（青林書院，2010 年）
302 頁［渡辺咲子執筆］，河上和雄ほか編『注釈刑事訴訟法〔第３版〕第２巻〈 § 57 ～ § 





















































































（16） 　川出・前掲注（1）171 頁注 21）。なお，占有取得行為（領置）開始時点から，当該行
為に対応する被侵害利益としてプライバシーを考慮するとしても，そのことから直ちに，
占有取得行為（領置）開始時点で差押許可状等の令状を要求することにはつながらない。
川出敏裕「物の占有とプライバシー」研修 753 号（2011 年）３頁以下，６～８頁。























（18） 　河上ほか・前掲注（9）大コンメ 303 ～ 304 頁［渡辺］，同・前掲注（9）注釈 202 頁［菊
池］。



























127 ～ 129 頁。なお，本判決は，少なくとも明示的には，任意提出権限の議論をしてい
ない。
（21） 　鹿野・前掲注（1）315 頁は，最高裁平成 20 年決定について，「物の占有取得とその
後の選別行為を区別して判示していない」が，「必要な処分としての選別行為を含めて
領置手続に違法な点はないと考えていることは明らかである」と述べる。























について，小浦・前掲注（5）199 頁，松代・前掲注（5）165 頁，判時匿名解説 133 頁。

















（25） 　判タ匿名解説 106 頁は「警察比例の観点」と述べているが，捜査比例の原則と同じ
意味であろう。なお，理論的には，占有取得行為（領置）と内容物確認行為とを一体










酒巻匡「行政警察活動と捜査（1）」法学教室 285 号（2004 年）47 頁以下，50 ～ 51 頁，
同『刑事訴訟法〔第２版〕』（有斐閣，2020 年）36 頁。同旨，川出・前掲注（1）13 頁，
大澤裕「強制捜査と任意捜査」法学教室 439 号（2017 年）58 頁以下，66 頁等。
（27） 　宇藤崇ほか『リーガルクエスト刑事訴訟法〔第２版〕』（有斐閣，2018 年）129 頁［堀
江慎司執筆］。
（28） 　川出・前掲注（1）171 頁。























































（32） 　山口直也「判批」受験新報 690 号（2008 年）33 頁以下，34 頁。
（33） 　緑・前掲注（1）216 頁。
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ほどの重要な権利・利益とは捉えていない理由は何か。この問題を考える際












































































































（43） 　北原・前掲注（5）28 ～ 29 頁，判タ匿名解説 106 頁。
広島法科大学院論集　第 17 号（2021 年）－ 291
嫌疑の程度の上昇に繋がる理由については，やはりはっきりしない。また，
最高裁平成 20 年決定の事案と比べて，本件のＡに対する嫌疑の内容は，平成























（44） 　判時匿名解説 134 頁。



















































































（50） 　前掲注（8）で挙げた，東京高裁平成 29 年判決は，このような事案について判示し
たものである。
（51） 　松代・前掲注（5）165 頁。
広島法科大学院論集　第 17 号（2021 年）－ 295
取得行為（領置）に至る経緯等も考慮して，個別具体的に判断することにな
ると考えられる（52）。
（52） 　川出・前掲注（16）11 頁。
